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農
業
の
振
興
に
つ
い
て
は
、
農
家
が
安

定
し
た
経
営
に
取
り
組
め
る
よ
う
、
生
産

流
通
体
制
の
強
化
、
生
産
基
盤
の
整
備
、

優
良
農
地
の
確
保
な
ど
を
図
る
と
と
も

に
、
近
年
の
農
産
物
の
価
格
低
迷
や
サ
ツ

マ
イ
モ
基
腐
病
の
発
生
拡
大
に
よ
る
収
入

減
少
を
補
て
ん
す
る
た
め
、
収
入
保
険
制

度
へ
の
加
入
を
推
進
し
、
保
険
料
の
一
部

助
成
を
行
い
ま
す
。

　

茶
業
の
振
興
に
つ
い
て
は
、
一
貫
経
営

の
法
人
化
、
海
外
市
場
を
見
据
え
た
市
場

性
の
高
い
茶
の
生
産
や
Ｉ
Ｔ
化
の
推
進
、

知
覧
茶
ブ
ラ
ン
ド
の
強
化
な
ど
に
取
り
組

む
と
と
も
に
、畜
産
の
振
興
に
つ
い
て
は
、

畜
産
経
営
の
基
盤
整
備
に
努
め
、
労
力
低

減
や
飼
養
規
模
の
拡
大
に
よ
る
競
争
力
の

あ
る
産
地
づ
く
り
を
進
め
、
悪
性
家
畜
伝

染
病
の
発
生
お
よ
び
侵
入
・
ま
ん
延
防
止

に
も
努
め
ま
す
。

　

商
工
業
の
振
興
に
つ
い
て
は
、
新
た
な

視
点
で
取
り
組
む
商
工
事
業
者
や
団
体
、

本
市
を
拠
点
と
す
る
起
業
者
な
ど
を
積
極

的
に
支
援
す
る
と
と
も
に
、
ふ
る
さ
と
納

税
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
制
度
を
活
用
し

た
地
域
の
特
産
品
の
Ｐ
Ｒ
に
努
め
る
と
と

も
に
、
寄
付
者
と
の
良
好
な
関
係
性
の
構

築
に
努
め
ま
す
。

　

企
業
立
地
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
本
市

の
地
域
資
源
を
生
か
し
た
企
業
誘
致
活
動

に
努
め
、
地
元
企
業
の
人
材
ニ
ー
ズ
に
対

し
て
、
市
内
高
等
学
校
や
関
係
機
関
と
の

連
携
に
よ
り
人
材
確
保
の
支
援
を
行
い
ま

す
。

　

観
光
の
振
興
に
つ
い
て
は
、
コ
ロ
ナ
禍

の
中
で
安
心
・
安
全
な
旅
行
商
品
の
構
築

や
マ
イ
ク
ロ
ツ
ー
リ
ズ
ム
、
オ
ン
ラ
イ
ン

ツ
ア
ー
な
ど
の
新
し
い
観
光
形
態
の
可
能

性
を
模
索
す
る
と
と
も
に
、
コ
ロ
ナ
回
復

期
を
見
据
え
、
地
域
資
源
で
あ
る
自
然
や

景
観
、
食
材
、
体
験
な
ど
を
生
か
し
た
観

光
素
材
の
掘
り
起
こ
し
、
磨
き
上
げ
、
観

光
施
設
の
環
境
整
備
を
進
め
ま
す
。

　

市
道
に
つ
い
て
は
、
道
路
交
通
の
利
便

性
、
安
全
性
を
考
慮
し
な
が
ら
計
画
的
に

整
備
・
補
修
を
行
い
、
橋
梁
に
つ
い
て

は
、
長
寿
命
化
修
繕
計
画
を
も
と
に
定
期

点
検
、
計
画
的
な
修
繕
に
よ
る
老
朽
化
対

策
を
行
い
ま
す
。

　

ひ
ま
わ
り
バ
ス
に
つ
い
て
は
、
必
要
に

応
じ
て
予
約
型
乗
合
タ
ク
シ
ー
の
路
線
拡

充
を
図
り
ま
す
。
ま
た
、
地
域
公
共
交
通

計
画
を
策
定
し
ま
す
。

　

市
街
地
の
形
成
に
つ
い
て
は
、
地
域
の

個
性
や
魅
力
を
向
上
さ
せ
、
観
光
振
興
を

推
進
す
る
た
め
景
観
計
画
を
策
定
し
ま

す
。

　

移
住
・
定
住
に
つ
い
て
は
、
住
宅
団
地

の
分
譲
価
格
の
見
直
し
に
よ
り
分
譲
販
売

を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
地
域
ブ
ラ
ン

デ
ィ
ン
グ
事
業
に
よ
る
市
の
魅
力
や
特
徴

の
効
果
的
な
発
信
、
子
育
て
世
帯
へ
の
支

援
強
化
と
中
古
住
宅
の
流
通
を
図
り
ま

す
。

　

情
報
通
信
基
盤
の
整
備
に
つ
い
て
は
、

光
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
整
備
計
画
の
最
終
年

度
で
、
本
年
度
は
塩
屋
・
松
山
局
を
整
備

し
ま
す
。

Ⅰ
豊
か
な
自
然　
活
力
あ
る
農

村　
未
来
に
向
け
て
発
展
す

る
ま
ち
づ
く
り

Ⅱ
魅
力
と
活
力
に
あ
ふ
れ

　
　
に
ぎ
わ
う
ま
ち
づ
く
り

Ⅲ
人
と
物
が
行
き
交
い
快
適
で

暮
ら
し
や
す
い
ま
ち
づ
く
り

令和３年度施政方針（抜粋）
　令和３年度は、依然として収束が見えない新型コロナウイルス感染症への対応を最優先し、市
民の生命と生活、産業・経済を全力で守るため、時期を逃さず、できる限りの対策を打っていく
とともに、ポスト・コロナ社会を見据え、投資すべき分野・重点施策を明確にし、総合計画や創
生総合戦略などに盛り込んである各種施策を着実に実施していきます。

今年３月議会の冒頭で市長が示した令和３年度の「施政方針」を抜粋してお知らせします。



3 　　　　　　　　令和３年４月号

　

環
境
保
全
対
策
の
推
進
に
つ
い
て
は
、

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
沿
っ
た
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
適
正
な
設
置
・
管
理
の
促
進
等

を
図
る
と
と
も
に
、
市
有
地
へ
の
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
施
設
設
置
に
つ
い
て
、
調

査
・
研
究
を
進
め
ま
す
。

　

生
活
環
境
の
向
上
お
よ
び
公
衆
衛
生
の

推
進
に
つ
い
て
は
、
日
常
生
活
に
係
る
環

境
・
公
衆
衛
生
の
保
全
、
ご
み
の
適
正
な

処
理
や
排
出
量
の
削
減
を
図
り
ま
す
。（
仮

称
）
南
薩
地
区
新
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
の

施
設
整
備
に
つ
い
て
は
、
南
薩
地
区
衛
生

管
理
組
合
お
よ
び
構
成
市
と
連
携
し
な
が

ら
計
画
的
に
取
り
組
み
ま
す
。

　

消
防
・
防
災
体
制
の
充
実
に
つ
い
て
は
、

市
民
の
生
命
と
財
産
を
守
る
た
め
災
害
対

応
力
や
地
域
防
災
力
の
向
上
に
取
り
組
み

ま
す
。新
し
い
川
辺
分
遣
所
に
つ
い
て
は
、

令
和
３
年
度
中
の
完
成
に
向
け
計
画
的
に

整
備
を
進
め
ま
す
。

　

地
域
保
健
・
医
療
の
充
実
に
つ
い
て
は
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
収
束
が

見
通
せ
な
い
中
に
お
い
て
、
市
民
の
命
と

健
康
を
守
る
こ
と
を
最
優
先
に
、
ワ
ク
チ

ン
接
種
体
制
の
整
備
な
ど
感
染
防
止
対
策

に
取
り
組
み
ま
す
。

　

子
育
て
支
援
体
制
の
強
化
に
つ
い
て

は
、
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
を
は
じ
め
と

す
る
各
種
の
事
業
を
実
施
す
る
と
と
も

に
、
子
ど
も
医
療
費
の
助
成
対
象
者
の
拡

充
、
児
童
手
当
等
の
支
給
な
ど
子
育
て
世

帯
に
対
す
る
経
済
的
な
支
援
も
行
っ
て
い

き
ま
す
。

　

母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
に
つ
い
て

は
、
妊
娠
期
か
ら
子
育
て
期
に
わ
た
る
ま

で
切
れ
目
の
な
い
支
援
を
提
供
す
る
た
め

の
「
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
」

の
活
動
充
実
と
、
不
妊
治
療
や
養
育
医
療

の
助
成
、産
後
ケ
ア
事
業
を
推
進
し
ま
す
。

　

学
校
教
育
の
充
実
に
つ
い
て
は
、
個
に

応
じ
た
き
め
細
か
な
指
導
や
教
育
の
情
報

化
の
推
進
、
小
中
連
携
教
育
の
充
実
な
ど

を
通
し
て
学
力
の
向
上
を
図
り
ま
す
。

　

学
校
給
食
に
つ
い
て
は
、
子
育
て
世
帯

の
経
済
的
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
に
、
引

き
続
き
小
・
中
学
生
の
給
食
費
を
一
部
助

成
し
ま
す
。

　

生
涯
体
育
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
令
和

５
年
に
延
期
が
決
定
し
た
か
ご
し
ま
国
体

と
全
国
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ
大
会
の
ソ
フ
ト

ボ
ー
ル
競
技
な
ど
の
開
催
地
と
し
て
準
備

を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
充
実
に
つ
い
て

は
、
自
治
会
・
地
区
公
民
館
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
な
ど
の
窓
口
を
一
本
化
し
、
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
・
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築
を
さ

ら
に
推
進
す
る
こ
と
で
、
各
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
団
体
の
連
携
を
強
化
し
た
共
生
・
協

働
の
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
し
ま
す
。

　

新
庁
舎
建
設
に
つ
い
て
は
、
合
併
推
進

債
の
発
行
期
限
内
に
事
業
着
手
す
る
こ
と

を
目
標
と
し
て
、
市
民
の
意
見
を
広
く
聴

き
な
が
ら
建
設
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

　

財
政
運
営
に
つ
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
な
ど
に
よ
り
財

政
的
に
厳
し
い
局
面
を
迎
え
る
こ
と
か

ら
、
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立
に
向

け
た
財
政
構
造
改
革
を
推
進
し
、
健
全
で

効
率
的
な
財
政
運
営
に
努
め
ま
す
。

　

行
政
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
多
様

化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
た
め
、

行
政
改
革
大
綱
に
基
づ
き
積
極
的
な
改
革

を
進
め
て
い
き
ま
す
。

Ⅳ
安
全
で
安
心
し
て
住
み
や
す

い
ま
ち
づ
く
り

Ⅴ
み
ん
な
で
支
え
合
い　
い
き

い
き
と
健
や
か
に
暮
ら
せ
る

ま
ち
づ
く
り

Ⅵ
心
の
豊
か
さ
と
創
造
力
を
育

む
教
育・文
化
の
ま
ち
づ
く
り

Ⅶ
み
ん
な
で
創
る
協
働
と
自
立

の
ま
ち
づ
く
り



　南九州市の令和3年度当初予算は、行政改革大綱、集中改革プランおよび長期財政計画（平成29年度策定）
に基づき、長期的な視点に立った財政運営に努めるとともに、第二次南九州市総合計画の基本計画に位置付けら
れた諸施策を確実に推進するため、効率的かつ重点的な予算編成を行いました。特に令和3年度は「子育て支援
の充実」、「産業の振興」や「教育環境の充実」など市民が住んでいて良かったと実感できるような施策に予算の重
点的な配分を行いました。
　一般会計の総額は、前年度比1.9％、4億3,900万円増の232億4,700万円となりました。また、一般会計と特別会
計および企業会計を合わせた予算総額は、363億3,743万5千円で、前年度比1.2％、4億2,239万9千円の増額と
なりました。

　歳入は、国や県から交付されるお金である「依存財源」と呼ばれるものが総額の66.2％を占めています。依存財源のうち、最も多い
ものは、地方自治体が一定水準の行政サービスを保つために国から交付される地方交付税で、全体の30.7％を占めており、以下、国庫
支出金、県支出金、市債（借金）の順となっています。
　一方、市が自ら賄えるお金である「自主財源」のうち、最も多いものは、市民の皆さんに納めていただく市税で、全体の15.7％を占め
ています。寄附金の主なものはふるさと寄附金によるもので、前年度に対して2.9ポイントの増加となっています。

　歳出を性質別に見ると、扶助費、人件費
および市債（借金）の償還を行う公債費で
「義務的経費」と呼ばれるものの割合が最
も多く、全体の47.9％を占めています。人
件費、公債費が減となったことで、前年度
に対し0.7ポイントの減となりました。
　道路整備や基盤整備など「投資的経
費」と呼ばれる経費は全体の10.5％で、
前年度に対し1.2ポイントの減となりまし
た。これは、農政関係補助事業費や光ブ
ロードバンド整備事業が減となったこと
などによるものです。委託料や備品購入
費などの物件費については、前年度に対
し2.7ポイントの増で、全体の17.8％を
占めています。

市税
36億4,137万円
（15.7%）

地方交付税
71億3,300万円
（30.7%） 歳 入

232億
4,700万円

国庫支出金
32億8,459万円
（14.1%） 県支出金

21億7,256万円
（9.3%）

市債　
16億1,800万円
（7.0%）

〈歳入の状況（一般会計）〉

歳 出
232億

4,700万円

〈性質別歳出の状況（一般会計）〉

市民1人当たりが負担する市税

※金額は、令和3年2月28日現在の住基人
口（34,116人）で計算しています。（鉱産税、
国有資産等所在市町村交付金は除く。）

市民1人当たりに使われるお金

※金額は、令和3年2月28日現在の住基人口（34,116人）で計算しています。

固定資産税
60,763円

民生費
229,040円

市たばこ税
5,731円

教育費
50,487円

農林水産業費
50,420円

土木費
44,156円

公債費
67,351円

消防費
33,449円

その他
31,055円

総額105,304円 総額681,410円

市民税
33,812円

軽自動車税
4,998円

総務費
115,733円

衛生費
59,719円

繰入金　12億8,222万円（5.5%）
使用料及び手数料　3億6,342万円（1.6%）
寄附金　20億350万円（8.6%）

繰越金　2億円（0.9%）
諸収入　1億7,141万円（0.7%）
分担金及び負担金　1億2,625万円（0.5%）
財産収入　6,619万円（0.3%）

地方譲与税　3億4,110万円（1.5%）
地方特例交付金　6,700万円（0.3%）
法人事業税交付金　1,239万円(0.1%）
環境性能割交付金　1,358万円（0.1%）
ゴルフ場利用税交付金　1,088万円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金　505万円（0.0%）
交通安全対策特別交付金　250万円（0.0%）
配当割交付金　525万円（0.0％）
利子割交付金　274万円（0.0％）

地方消費税交付金
7億2,400万円
（3.1%）

扶助費
47億8,379万円
（20.6%）

人件費
40億5,218万円
（17.4%）

公債費
22億9,773万円
（9.9%）

繰出金
25億6,455万円
（11.0%）

物件費
41億3,945万円
（17.8%）

補助費等
21億9,730万円
    （9.5%）

普通建設
事業費

24億4,161万円
（10.5%）

災害復旧費
608万円（0.0%）

積立金　6億9,168万円（3.0%）
維持補修費　6,155万円（0.3%）
その他　1,108万円（0.0%）

令和3年度当初予算の歳入歳出状況 会計別の当初予算額

令和3年度当初予算を市民１人当たりに換算すると…

依存財源
153億9,264万円
（66.2%）

自主財源
78億5,436万円
（33.8%）

その他の経費
96億6,561万円
（41.6%）

義務的経費
111億3,370万円
（47.9%）

〈目的別歳出の状況（一般会計）〉

比　較令和2年度令和3年度区　分 増減額 増減率
1.9%
0.5%
△2.7%
△0.4%
4.2%
△5.4%
△4.4%
△14.7%
7.3%
1.2%

４億3,900万円
6,330万円

△１億5,500万円
△230万円

２億2,060万円
△7,990万１千円
△4,801万３千円
△4,023万６千円
834万８千円

４億2,239万9千円

228億800万円
116億3,330万円
58億3,200万円
６億150万円

51億9,980万円
14億7,373万６千円
10億8,544万６千円
２億7,432万７千円
１億1,396万３千円

359億1,503万6千円

232億4,700万円
116億9,660万円
56億7,700万円
５億9,920万円
54億2,040万円

13億9,383万5千円
10億3,743万3千円
２億3,409万1千円
１億2,231万1千円

363億3,743万5千円合　計

一般会計
特別会計
　　国民健康保険事業特別会計
　　後期高齢者医療特別会計
　　介護保険事業特別会計
企業会計
　　水道事業会計
　　公共下水道事業会計
　　農業集落排水事業会計

令和3年度　南九州市当初予算

投資的経費
24億4,769万円（10.5%）

一　般　会　計　２32億4,700万円   （対前年度比＋1.9％）
特別・企業会計　１30億9,043万5千円（対前年度比 △0.1％）

　歳出を目的別に見ると、最も大きな割合を
占めるのが、市民の皆さんが安心して暮らす
ための福祉の充実などに使われる民生費で
す。前年度に対し2.1ポイントの増で、全体の
33.6％を占めています。
　次に多いのは総務費で全体の17.0%を占
め、前年度に対し1.5ポイントの増となりました
が、これは、ふるさと寄附金事業などの増によ
るものです。
　以下は公債費、衛生費、教育費、農林水産業
費、土木費、消防費の順となっています。

民 生 費
総 務 費
公 債 費
衛 生 費
教 育 費
農林水産業費
土 木 費
消 防 費
商 工 費
議 会 費
諸 支 出 金
予 備 費
災 害 復 旧 費

78億1,394万円(33.6%)
39億4,836万円(17.0%)
22億9,773万円 (9.9%)
20億3,738万円 (8.8%)
17億2,241万円 (7.4%)
17億2,014万円 (7.4%)
15億643万円 (6.5%)
11億4,114万円 (4.9%)
1億8,970万円 (0.8%)
1億6,180万円 (0.7%)
6億9,189万円 (3.0%)
1,000万円 (0.0%)
608万円 (0.0%)

71億8,464万円(31.5%)
35億3,867万円(15.5%)
23億2,477万円(10.2%)
20億2,553万円 (8.9%)
21億3,183万円 (9.3%)
22億7,705万円(10.0%)
14億1,034万円 (6.2%)
9億9,696万円 (4.4%)
1億9,511万円 (0.9%)
1億7,205万円 (0.8%)
5億3,471万円 (2.3%)
1,000万円 (0.0%)
634万円 (0.0%)

令和3年度区　分 令和2年度

4令和３年４月号　　　　　　　　



　南九州市の令和3年度当初予算は、行政改革大綱、集中改革プランおよび長期財政計画（平成29年度策定）
に基づき、長期的な視点に立った財政運営に努めるとともに、第二次南九州市総合計画の基本計画に位置付けら
れた諸施策を確実に推進するため、効率的かつ重点的な予算編成を行いました。特に令和3年度は「子育て支援
の充実」、「産業の振興」や「教育環境の充実」など市民が住んでいて良かったと実感できるような施策に予算の重
点的な配分を行いました。
　一般会計の総額は、前年度比1.9％、4億3,900万円増の232億4,700万円となりました。また、一般会計と特別会
計および企業会計を合わせた予算総額は、363億3,743万5千円で、前年度比1.2％、4億2,239万9千円の増額と
なりました。

　歳入は、国や県から交付されるお金である「依存財源」と呼ばれるものが総額の66.2％を占めています。依存財源のうち、最も多い
ものは、地方自治体が一定水準の行政サービスを保つために国から交付される地方交付税で、全体の30.7％を占めており、以下、国庫
支出金、県支出金、市債（借金）の順となっています。
　一方、市が自ら賄えるお金である「自主財源」のうち、最も多いものは、市民の皆さんに納めていただく市税で、全体の15.7％を占め
ています。寄附金の主なものはふるさと寄附金によるもので、前年度に対して2.9ポイントの増加となっています。

　歳出を性質別に見ると、扶助費、人件費
および市債（借金）の償還を行う公債費で
「義務的経費」と呼ばれるものの割合が最
も多く、全体の47.9％を占めています。人
件費、公債費が減となったことで、前年度
に対し0.7ポイントの減となりました。
　道路整備や基盤整備など「投資的経
費」と呼ばれる経費は全体の10.5％で、
前年度に対し1.2ポイントの減となりまし
た。これは、農政関係補助事業費や光ブ
ロードバンド整備事業が減となったこと
などによるものです。委託料や備品購入
費などの物件費については、前年度に対
し2.7ポイントの増で、全体の17.8％を
占めています。

市税
36億4,137万円
（15.7%）

地方交付税
71億3,300万円
（30.7%） 歳 入

232億
4,700万円

国庫支出金
32億8,459万円
（14.1%） 県支出金

21億7,256万円
（9.3%）

市債　
16億1,800万円
（7.0%）

〈歳入の状況（一般会計）〉

歳 出
232億

4,700万円

〈性質別歳出の状況（一般会計）〉

市民1人当たりが負担する市税

※金額は、令和3年2月28日現在の住基人
口（34,116人）で計算しています。（鉱産税、
国有資産等所在市町村交付金は除く。）

市民1人当たりに使われるお金

※金額は、令和3年2月28日現在の住基人口（34,116人）で計算しています。

固定資産税
60,763円

民生費
229,040円

市たばこ税
5,731円

教育費
50,487円

農林水産業費
50,420円

土木費
44,156円

公債費
67,351円

消防費
33,449円

その他
31,055円

総額105,304円 総額681,410円

市民税
33,812円

軽自動車税
4,998円

総務費
115,733円

衛生費
59,719円

繰入金　12億8,222万円（5.5%）
使用料及び手数料　3億6,342万円（1.6%）
寄附金　20億350万円（8.6%）

繰越金　2億円（0.9%）
諸収入　1億7,141万円（0.7%）
分担金及び負担金　1億2,625万円（0.5%）
財産収入　6,619万円（0.3%）

地方譲与税　3億4,110万円（1.5%）
地方特例交付金　6,700万円（0.3%）
法人事業税交付金　1,239万円(0.1%）
環境性能割交付金　1,358万円（0.1%）
ゴルフ場利用税交付金　1,088万円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金　505万円（0.0%）
交通安全対策特別交付金　250万円（0.0%）
配当割交付金　525万円（0.0％）
利子割交付金　274万円（0.0％）

地方消費税交付金
7億2,400万円
（3.1%）

扶助費
47億8,379万円
（20.6%）

人件費
40億5,218万円
（17.4%）

公債費
22億9,773万円
（9.9%）

繰出金
25億6,455万円
（11.0%）

物件費
41億3,945万円
（17.8%）

補助費等
21億9,730万円
    （9.5%）

普通建設
事業費

24億4,161万円
（10.5%）

災害復旧費
608万円（0.0%）

積立金　6億9,168万円（3.0%）
維持補修費　6,155万円（0.3%）
その他　1,108万円（0.0%）

令和3年度当初予算の歳入歳出状況 会計別の当初予算額

令和3年度当初予算を市民１人当たりに換算すると…

依存財源
153億9,264万円
（66.2%）

自主財源
78億5,436万円
（33.8%）

その他の経費
96億6,561万円
（41.6%）

義務的経費
111億3,370万円
（47.9%）

〈目的別歳出の状況（一般会計）〉

比　較令和2年度令和3年度区　分 増減額 増減率
1.9%
0.5%
△2.7%
△0.4%
4.2%
△5.4%
△4.4%
△14.7%
7.3%
1.2%

４億3,900万円
6,330万円

△１億5,500万円
△230万円

２億2,060万円
△7,990万１千円
△4,801万３千円
△4,023万６千円
834万８千円

４億2,239万9千円

228億800万円
116億3,330万円
58億3,200万円
６億150万円

51億9,980万円
14億7,373万６千円
10億8,544万６千円
２億7,432万７千円
１億1,396万３千円

359億1,503万6千円

232億4,700万円
116億9,660万円
56億7,700万円
５億9,920万円
54億2,040万円

13億9,383万5千円
10億3,743万3千円
２億3,409万1千円
１億2,231万1千円

363億3,743万5千円合　計

一般会計
特別会計
　　国民健康保険事業特別会計
　　後期高齢者医療特別会計
　　介護保険事業特別会計
企業会計
　　水道事業会計
　　公共下水道事業会計
　　農業集落排水事業会計

令和3年度　南九州市当初予算

投資的経費
24億4,769万円（10.5%）

一　般　会　計　２32億4,700万円   （対前年度比＋1.9％）
特別・企業会計　１30億9,043万5千円（対前年度比 △0.1％）

　歳出を目的別に見ると、最も大きな割合を
占めるのが、市民の皆さんが安心して暮らす
ための福祉の充実などに使われる民生費で
す。前年度に対し2.1ポイントの増で、全体の
33.6％を占めています。
　次に多いのは総務費で全体の17.0%を占
め、前年度に対し1.5ポイントの増となりました
が、これは、ふるさと寄附金事業などの増によ
るものです。
　以下は公債費、衛生費、教育費、農林水産業
費、土木費、消防費の順となっています。

民 生 費
総 務 費
公 債 費
衛 生 費
教 育 費
農林水産業費
土 木 費
消 防 費
商 工 費
議 会 費
諸 支 出 金
予 備 費
災 害 復 旧 費

78億1,394万円(33.6%)
39億4,836万円(17.0%)
22億9,773万円 (9.9%)
20億3,738万円 (8.8%)
17億2,241万円 (7.4%)
17億2,014万円 (7.4%)
15億643万円 (6.5%)
11億4,114万円 (4.9%)
1億8,970万円 (0.8%)
1億6,180万円 (0.7%)
6億9,189万円 (3.0%)
1,000万円 (0.0%)
608万円 (0.0%)

71億8,464万円(31.5%)
35億3,867万円(15.5%)
23億2,477万円(10.2%)
20億2,553万円 (8.9%)
21億3,183万円 (9.3%)
22億7,705万円(10.0%)
14億1,034万円 (6.2%)
9億9,696万円 (4.4%)
1億9,511万円 (0.9%)
1億7,205万円 (0.8%)
5億3,471万円 (2.3%)
1,000万円 (0.0%)
634万円 (0.0%)

令和3年度区　分 令和2年度

5 　　　　　　　　令和３年４月号


